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１ 医療分野 

1 



【 医療提供体制 】 患者（被保険者） 

②受診・窓口負担 

③診療 

①保険料 

⑤支払 

④請求 

 

・７５歳以上 

 １割負担 

 （現役並み所得者は３割負担） 

 
・７０歳から７４歳 

 ２割負担※ 

 （現役並み所得者は３割負担） 

・義務教育就学後から６９歳 

 ３割負担 

・義務教育就学前 

 ２割負担 

行政機関 

国  
 

都道府県 
 

市町村 

国民健康保険          1881        約3,800万人  

全国健康保険協会 

管掌健康保険 

（旧政管健保）        １        約3,500万人  

組合管掌健康保険      1443         約3,000万人 

共済組合              85          約900万人 

（保険者数） （加入者数） （主な制度名） 

保険者 

我が国の医療制度の概要 

医師   295，049    

歯科医師 101，576   

薬剤師  276，517   

【 医療保険制度 】 

   ※平成20年4月から、１割に据え置く 

   47      約1,400万人 後期高齢者医療制度 

 

医療費37.4兆円 

保険料18.1兆円 

患者負担4.8兆円 

病院      8,605 

  （病床数－1,583,073） 

診療所        99,547 

  （病床数－129,366） 

歯科診療所   68,156 

薬局        53,001 

※数字は、2011年10月1日時点、 

   薬局は、 2010年3月31日時点 

    看護師   994，639 

   保健師    54，289 

   助産師    32，480 
※医師・歯科医師・薬剤師は2010年12月31日時点 

※看護師・保健師・助産師は2010年における厚生労働
省看護課集計 

公費負担 

支援金 

各保険者 

※保険者数及び加入者数は2012年3月末時点（速報値） （ただし、共済組合は2011年3月末時点） 

※加入者数は2012年3月末時点（速報値） 
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 注１ 国民所得及びGDPは内閣府発表の国民経済計算（2011.12）。総保健医療支出は、ＯＥＣＤ諸国の医療費を比較する際に使用される医療費で、予防サービスなども含んでおり、 

    国民医療費より範囲が広い。2010年のＯＥＣＤ加盟国の医療費の対ＧＤＰ比の平均は9.5％ 

 注２ 2011年度の国民医療費及び後期高齢者医療費は実績見込みであり、前年度の国民医療費及び後期高齢者医療費に当該年度の概算医療費の伸び率をそれぞれ乗じることにより、 

    推計している。また、斜体字は概算医療費の伸び率である。 

 （兆円）  

（年度） 

＜対前年度伸び率＞ 

・介護保険制度施行 
・高齢者１割負担導入  

・高齢者１割 
 負担徹底 

・被用者本人 
 ３割負担等 

・現役並み 
 所得高齢者 
 3割負担等 

国 民 医 療 費 （兆円） 

後期高齢者（老人）医療費 （兆円）  
※ （ ）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合  

国民医療費の対GDP比 

1985 
(S60) 

1990 
(H2) 

1995 
(H7) 

2000 
(H12) 

2001 
(H13) 

2002 
(H14) 

2003 
(H15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 
(H18) 

2007 
(H19) 

2008 
(H20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 

後期高齢者（老人）医療費 12.7 6.6 9.3 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.9 4.6 

国民所得 7.2 8.1 ▲0.3 2.0 ▲1.4 ▲0.8 1.2 0.5 1.1 1.1 0.8 ▲6.9 ▲3.5 2.0 - 

GDP 7.2 8.6 1.7 0.9 ▲0.5 ▲0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 ▲4.6 ▲3.2 1.1 - 

医 療 費 の 動 向 

老人医療の対象年齢の引上げ 
70歳以上 → 75歳以上 

 （～H14.9）  （H19.10～） 

（診療報酬改定）       0.2％          ▲2.7%         ▲1.0％        ▲3.16％          ▲0.82％                      0.19％                

（主な制度改正） 

（％） 

国民医療費の対国民所得比 

（参考）総保健医療支出の対GDP比 

・未就学児 
 ２割負担 

（実績見込み） 
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医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資 

療養病床 
（24万床） 

 

一般病床 
（109万床） 

【2012(H24)】 

介護療養病床 

介護施設 
（98万人分） 

居住系サービス 
（33万人分） 

在宅サービス 
（320万人分） 

高度急性期 
 
 

  一般急性期 
 
 
 

  亜急性期等 
 
 

 長期療養 
 
 

 介護施設 
 
 

居住系サービス 
 
 
 

在宅サービス 
 
 
 
 

【2025(H37)】 

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応 

「施
設
」か
ら
「地
域
」へ
・「医
療
」か
ら
「介
護
」へ 

 
【取組の方向性】 
○入院医療の機能分化・強化と連携 
  ・急性期への医療資源集中投入 
  ・亜急性期、慢性期医療の機能強化  等 

○地域包括ケア体制の整備 
  ・在宅医療の充実 
     ・看取りを含め在宅医療を担う診療所等 
             の機能強化 
       ・訪問看護等の計画的整備  等 

  ・在宅介護の充実 
     ・在宅・居住系サービスの強化・施設ユニット 
      化、マンパワー増強  等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【患者・利用者の方々】 

・ 病気になっても、職場や地域生活へ早期復帰 

・ 医療や介護が必要になっても、住み慣れた地 

 域での暮らしを継続 

医療・介護機能の再編（将来像） 

  患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を 
 通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します。 

医療法等関連法を順次改正 

２０１２年診療報酬・介護報酬の同時 
改定を第一歩として実施 
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③地域医療ビジョンの策定（平成30年度～） 

都道府県は、地域の医療需要の将来推計や報告された情報等を活用し、その地域に
ふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進するための地域医
療のビジョンを策定し、医療計画に新たに盛り込み、さらなる機能分化を推進。 

②機能分化の支援（平成26年度～） 
 都道府県が、補助金等を活用して、医療関係者

による地域における医療機関の機能分化の取組
の支援等を行う。 

機能分化を推進するための仕組み 

（機能が 
見えにくい） 

医療機能 

を自主的に 

選択 

医
療
機
関 

（A病棟） 
急性期 

（C病棟） 
回復期リハ 

（B病棟） 
亜急性期 

①医療機関による報告（平成26年度～） 

医療機関が、その有する病床において担っている医療機能の
現状と今後の方向を選択し、病棟単位で、都道府県に報告す
る制度を設け、医療機関の自主的な取組を進める。 

現状と今後の 

方向を報告 

・各医療機関の機能を適切に
理解しつつ利用 

住民・患者 

公表 

 

・各医療機関からの報告内容について、医療機能
情報提供制度等の既存の情報と併せて、患者・
住民にわかりやすい形で公表 

都道府県 

公表 

※また、診療報酬の活用についても検討 

経営戦略の指標として活用 

＜ 各医療機能の内容（病期や診療密度別に大きく分類）＞ 

  ・主として、急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、比較的
診療密度の高い医療を提供する機能（「急性期（仮称）」機能）。 

  ・主として、急性期を経過した患者、在宅・介護施設等からの患者であっ
て症状の急性増悪した患者に対し、在宅復帰に向けた医療を提供す
る機能（「亜急性期（仮称）」機能）。 

  ・主として、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者
に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集
中的に提供する機能（「回復期リハビリテーション（仮称）」機能）。 

第４回「病床機能情報の報告・提供
の具体的なあり方に関する検討会」
（平成25年3月7日）提出資料 
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○ 各都道府県が、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定。 

○ 医療提供の量（病床数）を管理するとともに、質（医療連携・医療安全）を評価。 

○ 医療機能の分化・連携（「医療連携」）を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、地域全体で切れ目な

く必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。 

趣旨 

○ 新たに精神疾患を加えた五疾病五事業（※）及び在宅医療に係る目標、医療連携体制及び住民への情報提供 
  推進策  
 
 

 

○ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医師、看護師等の医療従事者の確保    

○ 医療の安全の確保   ○ 二次医療圏（※）、三次医療圏の設定   ○ 基準病床数の算定  等 
 
 
 

平成２５年度からの医療計画における記載事項 

※ 五疾病五事業･･･五つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）と五つの事業（救急医療、災害時における医療、へき
地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））をいう。災害時における医療は、東日本大震災の経緯を踏
まえて見直し。 

医療計画制度について 医療計画制度について 

【 医療連携体制の構築・明示 】 

◇ 五疾病五事業ごとに、必要な医療機能（目標、医療機関に求められる事項等）と各医療機能を担う医療機関の名称を医療計
画に記載し、地域の医療連携体制を構築。 

◇ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住民や患者が地域の医療機能を理解。 

◇ 指標により、医療資源・医療連携等に関する現状を把握した上で課題の抽出、数値目標を設定、施策等の策定を 
  行い、その進捗状況等を評価し、見直しを行う（疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進）。 

 

※ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。 

16 



○ 疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活を続けられるためには、地域における医療・介護の 

  関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行うことが必要である。 

   （※）在宅療養を支える関係機関の例 

       ・地域の医療機関 （定期的な訪問診療の実施） 

       ・在宅療養支援病院・診療所（有床） （急変時に一時的に入院の受け入れの実施） 

       ・訪問看護事業所 （医療機関と連携し、服薬管理や点眼、褥瘡の予防、浣腸等の看護ケアの実施） 

       ・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施） 

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、市町村が中心と 

  なって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を図る。 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万円 】 在宅医療・介護の連携推進の方向性 

（イメージ） 
地域包括支援センター 

在宅療養支援診
療所（無床） 

（１人開業医） 

患者 

在宅療養支援病院 

在宅療養支援診療所
（有床） 

介護サービス事業所 

在宅医療において積極
的役割を担う医療機関※ 

訪問診療 

訪問看護等 

訪問診療 

訪問診療 

２４時間体制
の支援 

介護サービス 

２４時間在宅医療提供体
制の支援（１人開業医等
の夜間対応の支援、急変
時の一時入院受け入れ、

レスパイト等） 

入院（急変時の一時受
け入れ） 

一時入院 

連携 

薬局、訪問看護ステーショ
ン等 

在宅医療連携拠点機能 
（市町村、医師会等） 

関係機関の 
連携体制の 
構築支援 

※在宅療養支援病院/診療所の中から
位置づけられることを想定 

・地域の医療・介護関係者による
協議の開催 

・医療・介護関係機関の連携促進 

・在宅医療に関する人材育成や普
及啓発 
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○ 病院数は､平成２年をピークに１割減少｡有床診療所は大幅に減少する一方､無床診療所が増加｡ 

○ 病床数は､平成４年をピークに減少｡ 

医療施設数及び病床数の推移 

医療施設数の推移 種類別病院病床数の推移 

  総 数 

精神病床 

結核病床  

療養病床 

一般病床 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

160 

180 
万床 

1,583 073床 

899,385床 

344,047床（精神） 

330,167床（療養） 

7,681床 0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 
一般診療所 99,547 

無床診療所 89,613 

歯科診療所 68.156 

有床診療所9934 

病院 8605 

万施設 
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0.0

40.0

80.0

120.0

160.0

200.0

240.0

12

14

16

18

20

22

24

26

28

30

59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22

医師数

人口10万対（右軸）

(万人) (人)

昭和・・年 平成・年

～

0

～

(1984)                                                         (2000)                                (2010)

230.4 
224.5 

150.6 

217.5 
211.7 

＋5.8 

＋7.0 
＋5.9 

206.1 

201.5 

196.6 191.4 

184.4 
176.5 

171.3 164.2 
157.3 

○  近年、死亡等を除いても、医師数は4,000人程度、 毎年増加している。     
     （医師数） 平成10年 24.9万人 → 平成22年 29.5万人  （注） 従事医師数は、28.0万人 

人口１０万対医師数の年次推移 

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査 
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【医療保険制度の体系】 

65歳 

75歳 

               後期高齢者医療制度  

         

・75歳以上 
・約1,500万人 
・保険者数：47（広域連合） 

健康保険組合 

・大企業のサラリーマン 
・約3,000万人 
・保険者数：約1,400 

協会けんぽ（旧政管健保） 

・中小企業のサラリーマン 
・約3,500万人 
・保険者数：１ 

前期高齢者財政調整制度（約1,400万人） 約６兆円（再掲） 

退職者医療（経
過措置） 

 国民健康保険 
（市町村国保＋国保組合） 

・自営業者、年金生活者、  
   非正規雇用者等 
・約3,800万人 
・保険者数：約1,900 

・公務員 
・約900万人 
・保険者数：85 
 

・サラリーマンＯＢ 

・約200万人 

共済組合 

 ※１ 加入者数・保険者数は、平成２４年３月末の数値（速報値） 
 ※２ 金額は平成25年度予算ベースの給付費         

約１4兆円 

  約１０兆円 約５兆円 健保組合・共済等 約５兆円 
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各保険者の比較 
 

(※1) 市町村国保の加入者数、加入者平均年齢、協会けんぽ、組合健保及び後期高齢者医療制度については速報値である。 
(※2) 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。 
(※3) 市町村国保及び後期高齢者医療制度においては、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたもの。 
    市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」によるもので、それぞれ前年の所得である。 
      協会けんぽ、組合健保、共済組合については「加入者一人あたり保険料の賦課対象となる額」（標準報酬総額を加入者数で割ったもの）から給与所得控除に相当する額を除いた参考値である。 
(※4) 被保険者一人あたりの金額を表す。 
(※5)  加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。   
(※6) 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。 
(※7) 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。 

  市町村国保   協会けんぽ   組合健保  共済組合  後期高齢者医療制度 

保険者数   
（平成24年3月末）  

１，７１７ １ １，４４３ ８５ 
（平成23年3月末） 

４７ 

加入者数   
（平成24年3月末）   

３,５２０万人  
（2,036万世帯）   

３,４８８万人  
被保険者1,963万人  
被扶養者1,525万人   

２,９５０万人  
被保険者1,555万人  
被扶養者1,395万人   

９１９万人  
被保険者452万人  
被扶養者467万人 
（平成23年3月末）  

１,４７３万人  

加入者平均年齢  
(平成23年度)  

５０．０歳  ３６．３歳  ３４．１歳  
３３．４歳 

（平成22年度） 
８１．９歳 

65～74歳の割合 
（平成23年度）  

３１．３％ 
（平成22年度） 

４．７％ ２．５％ １．６％ 
（平成22年度） 

２．８％ (※2) 

加入者一人当たり医療費
(平成23年度)  

２９．９万円 
（平成22年度）  

１５．９万円   １４．２万円   １４．４万円 
（平成22年度） 

９１．８万円  

加入者一人当たり  
平均所得（※3)  

(平成23年度) 

８４万円  
 

一世帯あたり  
１４５万円 

（平成22年度）  

１３７万円  １９８万円  ２２９万円  
 

一世帯当たり（※4）  
４６７万円 

（平成22年度）  

  

一世帯あたり（※4）  一世帯当たり（※4）  ８０万円 

２４２万円  ３７４万円     

加入者一人当たり  
平均保険料  

(平成23年度)(※5) 
<事業主負担込>  

８．１万円  
一世帯あたり  
１４．２万円 
（平成22年度）  

９．９万円 <19.7万円> 
 

被保険者一人あたり  
17.5万円 <35.0万円>  

１０.０万円 <22.1万円> 
 

被保険者一人あたり  
18.8万円 <41.7万円>  

１１．２万円<22.4万円> 
被保険者一人あたり  

22.7万円 <45.5万円>  
（平成22年度） 

６．３万円   

保険料負担率(※6) ９．７％ ７．２％ ５．０％ ４．９％（平成22年度） ７．９％ 

公費負担  
（定率分のみ）  

給付費等の５０％  給付費等の１６．４％ 
財政窮迫組合に対する 

定額補助 
なし  

給付費等の約５０％  

公費負担額(※7)   
(平成25年度予算（案）ﾍﾞｰｽ) 

３兆４,３９２億円  １兆２,１８６ 億円   １５億円    ６兆５,３４７億円 
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国民健康保険法の一部を改正する法律の概要（イメージ） （平成24年４月５日成立） 

 
 

   市町村国保の安定的な運営を確保するため、平成22年度から平成
25年度までの暫定措置となっている市町村国保の「財政基盤強化
策」（公費2,000億円）を恒久化する。 

 
  ※ 財政基盤強化策として、保険料軽減の対象となる低所得者数に応じた、市

町村に対する財政支援や、高額医療費に関する市町村に対する財政支援を
行っている。 

  

  
 

    市町村国保の都道府県単位の共同事業について、平成27年度
から、事業対象を全ての医療費に拡大し、財政運営の都道府県単位
化を推進する。 

  
  ※ 現在、１件30万円を超える医療費について、都道府県内の全市町村が被

保険者数と医療費実績に応じて共同で負担。 
 
 
 
 
 

 

  都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の
拡大の円滑な推進等のため、平成24年度から、都道府県調整交付
金を給付費等の７％から９％に引き上げる。    

 ※ これに伴い、定率国庫負担を３４％から３２％とする。 
 
 ※ 都道府県調整交付金は、地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の

医療費水準や所得水準の不均衡の調整や地域の特別事情への対応のため
に交付。  

 
 
  
 
 

（１） 財政基盤強化策の恒久化 

（２） 財政運営の都道府県単位化の推進 

（３） 財政調整機能の強化 

    国保財政のイメージ 

医療給付費等総額：約１１兆３，０００億円 
（２５年度予算案ベース） 

公費５０％ 

（９％） 

（ ３２％） 

2兆4,000億円 

7,000億円 

3兆2,000億円 

調整交付金（国） 

定率国庫負担 

保険料 

都道府県調整交付金 

（９％） 

7,000億円 

保険料５０％ 
 

財政基盤強化策※ 
（暫定措置→恒久化） 

保険料軽減制度 

4,000億円 

前
期
高
齢
者
交
付
金 

3兆 
5,000 
億円 

（法定外一般会計繰入 3,500億円） 

※財政基盤強化策には、恒久化する上記の公費3,000億円のほか、 
 財政安定化支援のため地財措置（1,000億円）がある。 
 
※法定外一般会計繰入は平成23年度決算（速報値）ベース。 

施行期日（適用日） 

（４） その他 
財政基盤強化策の恒久化までの間、暫定措置を１年間 

（平成26年度まで）延長する等、所要の措置を講ずる。 

（１）、（２） 平成27年４月１日 

（３）、（４） 平成24年４月１日 33 



 現行の高齢者医療制度 
制度の概要 

○ 高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、高齢世代と若年世代の負担の明確化等を図る観点から、75歳以上の高齢者等
を対象とした後期高齢者医療制度を平成20年４月から施行。  

 
○ 併せて、65歳～74歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を調整するため、保険者間の財政調整の仕組みを導入。 

後期高齢者医療制度の仕組み 

＜対象者数＞  

 ７５歳以上の高齢者 約１,５００万人 
 

＜後期高齢者医療費＞  

１５.０兆円（平成２５年度予算案ベース） 

  給付費 １３.８兆円   
      患者負担 １.２兆円 
 

＜保険料額（平成24・25年度見込）＞  
  全国平均 約５,５６０円／月    
  ※ 基礎年金のみを受給されている方は 
    約３６０円／月 

※その他、保険料軽減措置や高額医療費の支援等の公費 0.5兆円 

被保険者 

（７５歳以上の者） 

各医療保険（健保、国保等）の被保険者 

（０～７４歳） 

【全市町村が加入する広域連合】 

医療保険者 
健保組合、国保など 

保険料 

＜交付＞ 

社会保険診療 
報酬支払基金 

患者 
 

負担 

公費（約５割）6.6兆円 
〔国：都道府県：市町村＝４.４兆円：１.１兆円：１.１兆円＝４：１：１〕 

高齢者の保険料 １.０兆円 
約１割[軽減措置等で実質約7％程度] 

後期高齢者支援金（若年者の保険料） ５．８兆円 

約４割 

保険給付 

＜支援金内訳＞ 
協会けんぽ    １.９兆円 
健保組合    １.８兆円 
共済組合    ０.６兆円 
市町村国保等 １.６兆円 

＜納付＞ 
年金から 

天引き 

口座振替・ 

銀行振込等 

前期高齢者に係る財政調整の仕組み 

 

 ＜対象者数＞  
 ６５～７４歳の高齢者  
 約1,500万人 
 

 ＜前期高齢者給付費＞  
 6.1兆円  
（平成25年度予算案ベース） 
  

市町村国保等 

5.1兆円 
協会けんぽ 

健保組合 
０.３兆円 

１７％ 

0.7兆円 

３７％ ６３％ 

共済 
０.５兆円 

(900万人) 

健保組合 協会けんぽ 市町村国保等 

2.3兆円（3,800万人） 1.9兆円（3,400万人） 1.5兆円（2,900万人） 

共済 

0.1兆円 
 

 

８３％ 【調整前】 

【調整後】 

納付金 協会けんぽ １.２兆円、健保 １.２兆円、共済 ０.５兆円 

交付金 市町村国保等２.９兆円 

７５歳未満の加入者数 

に応じて負担 

健保組合 

0.3兆円 
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２ 介護分野 
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いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

２０２５年の地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 

・24時間対応の訪問サービス 

・複合型サービス 

   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 

・介護老人福祉施設 

・介護老人保健施設 

・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 

                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医 
 ・地域の連携病院 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 通所・入所 
・急性期病院 
・亜急性期・回復期 
 リハビリ病院 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

介護の将来像（地域包括ケアシステム） 
○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、 
 重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで 
 きるようになります。 
○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、 
 認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。 
○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口   
 は減尐する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。 
  地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づ 
  き、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。 
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費用の９割分 

の支払い 

第１号被保険者  

・65歳以上の者 

第２号被保険者 

・40歳から64歳までの者 

保険料 
 

  
原則年金からの天引き 

全国プール 

 国民健康保険 ・ 

  健康保険組合など 

１割負担 

サービス利用 

加 入 者 （被保険者） 

市 町 村 （保険者） 

２１％ ２９％ 
 

 税 金 

保険料 

市町村 都道府県 国 

１２．５％ １２．５％（※） ２５％（※） 

 

財政安定化基金 
 

（平成24－26年度） 

サービス事業者 

 ○在宅サービス 

    ・訪問介護          

  ・通所介護 等 

 ○地域密着型サービス 
  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

  ・認知症対応型共同生活介護 等 

 ○施設サービス 
  ・老人福祉施設          

  ・老人保健施設 等 

（２，９１０万人） （４，２６３万人） 

個別市町村 

居住費・食費 

要介護認定 

請求 

※施設等給付の場合は、 

 国２０％、都道府県１７．５％  

５０％ 

５０％ 

人口比に基づき設定  

（注） 第１号被保険者の数は、「平成２２年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２２年度末現在の数（福島県の５町１村を除く。）である。 

      第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成２２年
度内の月平均値である。 

介護保険制度の仕組み 
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介護保険制度の被保険者（加入者） 

第１号被保険者 第２号被保険者 

対 象 者 65歳以上の者 40歳から64歳までの医療保険加入者 

人数 
2,910万人 

（65～74歳：1,482万人 75歳以上：1,428万人） 
4,263万人 

受 給 要 件 

 ・要介護状態 

  （寝たきり、認知症等で介護が 

   必要な状態） 

 ・要支援状態 

  （日常生活に支援が必要な状態） 

 要介護、要支援状態が、末期がん・ 

 関節リウマチ等の加齢に起因する 

 疾病（特定疾病）による場合に限定 

要介護（要支援） 
認定者数と被保険
者に占める割合 

491万人（16.9％） 
65～74歳：   64万人（4.3％）    

75歳以上：  427万人（29.9％） 

15万人（0.4％） 

保険料負担 
市町村が徴収 

（原則、年金から天引き） 

 医療保険者が医療保険の保険料と 

 一括徴収 

○ 介護保険制度の被保険者は、①65歳以上の者（第１号被保険者）、②40～64歳の医療保険
加入者（第２号被保険者）となっている。 

○ 介護保険サービスは、65歳以上の者は原因を問わず要支援・要介護状態となったときに、40
～64歳の者は末期がんや関節リウマチ等の老化による病気が原因で要支援・要介護状態に
なった場合に、受けることができる。 

（注） 第１号被保険者及び要介護（要支援）認定者の数は、「平成２２年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２２年度末現在の数である。 

      第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、 

  平成２２年度内の月平均値である。 

介護保険制度の被保険者（加入者） 
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